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議案第１０８号 

 

令和６年度釧路市一般会計補正予算 

 

令和６年度釧路市の一般会計補正予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ２２９,８６０千円を追加

し、歳入歳出それぞれ１０６,２７０,１６１千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後

の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

（繰越明許費の追加）  

第２条 予算第４条を第５条とし、第３条中「第３表」を「第４表」に改め、

同条を第４条とし、第２条中「第２表」を「第３表」に改め、同条を第３

条とし、第１条の次に次の１条を加える。  

（繰越明許費）  

第２条 地方自治法第２１３条第１項の規定により翌年度に繰り越して使

用することができる経費は、「第２表 繰越明許費」による。  

２ 予算第３表を第４表とし、第２表を第３表とし、第１表の次に次の１表

を加える。  

第２表 繰越明許費 （別 紙） 

（債務負担行為の補正）  

第３条 債務負担行為の追加は、「第３表 債務負担行為補正」による。  

 

令和６年１２月５日提出  

釧路市長 鶴 間 秀 典 
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　　　歳　　入

補 正 前 の 額 補 正 額 計
千円 千円 千円

15 国 庫 支 出 金 22,937,489 2,502 22,939,991

2 国 庫 補 助 金 5,153,144 2,502 5,155,646

16 道 支 出 金 6,403,576 44,473 6,448,049

1 道 負 担 金 4,964,336 44,473 5,008,809

18 寄 附 金 2,807,701 302,445 3,110,146

1 寄 附 金 2,807,701 302,445 3,110,146

19 繰 入 金 4,282,669 △ 120,037 4,162,632

2 基 金 繰 入 金 4,264,085 △ 120,037 4,144,048

21 諸 収 入 3,651,914 477 3,652,391

5 雑 入 1,014,921 477 1,015,398

第１表　　歳　入　歳　出　予　算　補　正

款 項

歳 入 合 計 106,040,301 229,860 106,270,161
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　　　歳　　出

補 正 前 の 額 補 正 額 計
千円 千円 千円

2 総 務 費 10,191,269 150,638 10,341,907

1 総 務 管 理 費 9,850,377 150,638 10,001,015

3 民 生 費 34,090,965 9,234 34,100,199

1 社 会 福 祉 費 7,944,041 6,868 7,950,909

3 児 童 福 祉 費 10,257,470 2,366 10,259,836

4 衛 生 費 4,238,849 44,473 4,283,322

1 保 健 衛 生 費 1,803,358 44,473 1,847,831

6 農 林 水 産 業 費 1,296,589 6,625 1,303,214

1 農 業 費 718,524 500 719,024

3 水 産 業 費 123,201 6,125 129,326

7 商 工 費 3,425,056 600 3,425,656

1 商 工 費 3,425,056 600 3,425,656

11 教 育 費 9,148,896 18,290 9,167,186

1 総 務 費 5,584,120 18,000 5,602,120

6 社 会 教 育 費 1,344,500 290 1,344,790

款 項

歳 出 合 計 106,040,301 229,860 106,270,161
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金 額
千円

施 設 清 掃 業 務 委 託 費 令和７年度から令和９年度まで 1,705

埠頭保安対策監視業務委託費 令和７年度から令和11年度まで
必要とする当該年度の予
算で措置する額

社 会 福 祉 協 議 会
運 営 費 等 補 助 金

令和７年度 8,635

国 設 阿 寒 湖 畔 ス キ ー 場
施 設 整 備 費

令和７年度 3,813

庁 舎 管 理 業 務 委 託 費 令和７年度から令和11年度まで 362,804

庁 舎 ボ イ ラ ー
運 転 管 理 業 務 委 託 費

令和７年度から令和11年度まで 52,095

令和７年度から令和11年度まで
必要とする当該年度の予
算で措置する額

令和７年度から令和11年度まで 289,048

第３表　　債　務　負　担　行　為　補　正

区 分 事 項 期 間 限　　度　　額
千円

港 湾 施 設 改 修 事 業

第２表　　繰　越　明　許　費

事　　　　　業　　　　　名

追　　　加

127,980

施 設 管 理 運 営 委 託 費

款 項

9 港 湾 費 1 港 湾 費
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1 　総　　括

　　（歳　　入）

千円 千円 千円

15

16

18

19

21

　　（歳　　出）

国道支出金 市 債 そ の 他
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

2 総 務 費 10,191,269 150,638 10,341,907 0 0 1,187 149,451

3 民 生 費 34,090,965 9,234 34,100,199 2,502 0 1,860 4,872

4 衛 生 費 4,238,849 44,473 4,283,322 44,473 0 0 0

6 農林水産業費 1,296,589 6,625 1,303,214 0 0 500 6,125

7 商 工 費 3,425,056 600 3,425,656 0 0 600 0

11 教 育 費 9,148,896 18,290 9,167,186 0 0 290 18,000

一 般 財 源

歳 出 合 計 106,040,301 229,860 106,270,161 46,975 0 4,437 178,448

歳 入 合 計 106,040,301 229,860 106,270,161

款 補正前の額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源

諸 収 入 3,651,914 477 3,652,391

繰 入 金 4,282,669 △ 120,037 4,162,632

寄 附 金 2,807,701 302,445 3,110,146

国 庫 支 出 金 22,937,489 2,502 22,939,991

道 支 出 金 6,403,576 44,473 6,448,049

歳入歳出補正予算事項別明細書

款 補 正 前 の 額 補 正 額 計
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源
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児
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テ
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付
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0
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0
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0
0
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0
0
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0
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収
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財
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明
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千円 千円

14

18

市 債 197,700 54,800

財 源 内 訳

国庫補助金 174,000 73,180

計 371,700 127,980

負 担 金 補 助 17,700 6,013

及 び 交 付 金

工 事 請 負 費 354,000 121,967港 湾 施 設 改 修 事 業 国の繰越承認事業
として実施する。

繰 越 明 許 費 に 関 す る 事 項

9款 港 湾 費

1項 港 湾 費

1目 管 理 費

事 業 名
関 係 予 算

繰 越 金 額 繰 り 越 し の 事 由
節 金 額
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-
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湖
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-
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-
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令
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-
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-
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金
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令
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千
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千
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議案第１０９号 

 

令和６年度釧路市国民健康保険阿寒診療所事業特別会計補正予算 

 

令和６年度釧路市の国民健康保険阿寒診療所事業特別会計補正予算は、次

に定めるところによる。 

 （債務負担行為の追加） 

第１条 予算第２条を第３条とし、第１条の次に次の１条を加える。  

（債務負担行為） 

第２条 地方自治法第２１４条の規定により債務を負担する行為をするこ

とができる事項、期間及び限度額は、「第２表 債務負担行為」による。 

２ 予算第１表の次に次の１表を加える。 

第１表 債務負担行為 （別 紙） 

 

令和６年１２月５日提出 

釧路市長 鶴 間 秀 典 
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第１表　　債　務　負　担　行　為

事 項 期 間 限　　度　　額
千円

患 者 給 食 業 務 委 託 費 令 和 ７ 年 度 か ら 令 和 11 年 度 ま で
85,800千円に必要とする
当該年度の予算で措置す
る給食材料費を加えた額
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収
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を
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0
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0
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議案第１１０号 

 

令和６年度釧路市動物園事業特別会計補正予算 

 

令和６年度釧路市の動物園事業特別会計補正予算は、次に定めるところに

よる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ２,３９０千円を追加し、

歳入歳出それぞれ６２９,８８９千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後

の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

令和６年１２月５日提出 

釧路市長 鶴 間 秀 典 
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　　　歳　　入

補 正 前 の 額 補 正 額 計

千円 千円 千円

1 動物園事業収入 627,499 2,390 629,889

4 寄 附 金 919 2,390 3,309

627,499 2,390 629,889

　　　歳　　出

補 正 前 の 額 補 正 額 計

千円 千円 千円

1 動 物 園 事 業 費 627,499 2,390 629,889

1 事 業 費 608,688 2,390 611,078

627,499 2,390 629,889

款 項

歳 出 合 計

第１表　　歳　入　歳　出　予　算　補　正

歳 入 合 計

款 項

- 31 -



1 　総　　括

　　（歳　　入）

千円 千円 千円

4

　　（歳　　出）

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

1 事 業 費 608,688 2,390 611,078 0 0 2,390 0

627,499 2,390 629,889 0 0 2,390 0

919

歳 出 合 計

627,499歳 入 合 計

項 補正前の額 補 正 額 計
市 債

3,309寄 附 金

歳入歳出補正予算事項別明細書

項 補 正 額 計補 正 前 の 額

そ の 他

補 正 額 の 財 源 内 訳

2,390

一般財源

629,889

国道支出金

2,390
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議案第１１１号 

 

令和６年度釧路市病院事業会計補正予算 

 

（総則） 

第１条 令和６年度釧路市病院事業会計の補正予算は、次に定めるところに

よる。 

（収益的収入及び支出） 

第２条 令和６年度釧路市病院事業会計予算（以下「予算」という。）第３

条に定めた収益的収入及び支出の予定額を、次のとおり補正する。 

（科   目）  （既決予定額） （補正予定額） （  計  ） 

収              入 

第１款 病院事業収益 20,210,289千円  800,000千円  21,010,289千円 

第１項 医 業 収 益 18,050,037千円  800,000千円  18,850,037千円 

支              出 

第１款 病院事業費用 20,181,817千円  798,975千円  20,980,792千円 

第１項 医 業 費 用 19,606,574千円  800,000千円  20,406,574千円 

第２項 医業外費用   278,268千円 △1,025千円     277,243千円 

（債務負担行為） 

第３条 予算第５条に定めた債務負担行為をすることができる事項、期間及

び限度額を、次のとおり補正する。 

区 分 事   項 期   間 限 度 額 

追 加 検体検査業務委託費 
令和７年度から  
令和８年度まで  

必要とする当該年度

の予算で措置する額 

（たな卸資産購入限度額） 

第４条 予算第１０条中「３，４８７，８８３千円」を「３，９８７，８８

３千円」に改める。 
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令和６年１２月５日提出 

釧路市長 鶴 間 秀 典 
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計
額

3
,5
3
1
,6
5
7

長
期

貸
付

金
2
6
7
,2

2
1

電
話

加
入

権

4
8
3
,4

9
6

無
形

固
定

資
産

4
,4

7
8

法
定

福
利

費
引

当
金

9
2
,7

3
6

無
形

固
定

資
産

合
計

5
7
6
,2

3
2

投
資

そ
の

他
の

資
産

流
動

負
債

合
計

4
,4

7
8

引
当

金
合

計

5
,0

0
7
,7

1
1

繰
延

収
益

有
形

固
定

資
産

3
4
,4

8
2
,3

8
4

預
り

金
5
9
,2

5
3

減
価

償
却

累
計

額
△

 2
3
,2

4
0
,9

1
9

引
当

金
賞

与
引

当
金

令
和

６
年

度
釧

路
市

病
院

事
業

予
定

貸
借

対
照

表
補

正

(
令
和
７
年
３
月
３
１
日
）

資
産

の
部

未
払

金
1
,6

9
0
,2

8
7

固
定

資
産

未
払

費
用

4
,1

1
1
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注
記 Ⅰ

重
要

な
会

計
方

針
Ⅲ

セ
グ

メ
ン

ト
情

報
の

開
示

１
た

な
卸

資
産

の
評

価
基

準
及

び
評

価
方

法
１

報
告

セ
グ

メ
ン

ト
の

概
要

貯
蔵

品
　

先
入

先
出

法
に

よ
る

原
価

法
釧

路
市

病
院

事
業

会
計

は
、

市
立

釧
路

総
合

病
院

及
び

高
等

看
護

学
院

を
運

営
し

て
い

る
こ

と
か

ら
、

２
固

定
資

産
の

減
価

償
却

の
方

法
こ

の
２

つ
を

報
告

セ
グ

メ
ン

ト
と

し
て

い
る

。
(１

)
有

形
固

定
資

産
（
リ
ー

ス
資

産
を

除
く

。
）

な
お

、
各

報
告

セ
グ

メ
ン

ト
に

属
す

る
事

業
の

内
容

は
以

下
の

と
お

り
で

あ
る

。
・

減
価

償
却

の
方

法
定

額
法

に
よ

る
。

病
院

・
主

な
耐

用
年

数
看

護
師

養
成

建
物

1
0
～

4
7
年

２
報

告
セ

グ
メ

ン
ト
ご

と
の

営
業

収
益

等
構

築
物

1
0
～

5
0
年

前
年

度
（
自

　
令

和
５

年
４

月
１

日
　

至
　

令
和

６
年

３
月

３
１

日
）

器
械

備
品

 4
～

1
0
年

（
単

位
　

千
円

）
車

両
6
年

(２
)

リ
ー

ス
資

産
医

業
収

益
・

所
有

権
移

転
フ

ァ
イ

ナ
ン

ス
・
リ
ー

ス
取

引
に

係
る

リ
ー

ス
資

産
医

業
費

用
自

己
所

有
の

固
定

資
産

に
適

用
す

る
減

価
償

却
方

法
と

同
一

の
方

法
を

採
用

し
て

い
る

。
医

業
損

益
・

所
有

権
移

転
外

フ
ァ

イ
ナ

ン
ス

・
リ
ー

ス
取

引
に

係
る

リ
ー

ス
資

産
経

常
損

益
リ
ー

ス
期

間
を

耐
用

年
数

と
し

、
残

存
価

額
を

零
と

す
る

定
額

法
に

よ
る

。
セ

グ
メ

ン
ト
資

産
３

引
当

金
の

計
上

方
法

セ
グ

メ
ン

ト
負

債
(１

)
貸

倒
引

当
金

そ
の

他
の

項
目

債
権

の
不

納
欠

損
に

よ
る

損
失

に
備

え
る

た
め

、
当

事
業

年
度

末
に

お
け

る
回

収
不

能
見

込
み

額
他

会
計

繰
入

金
を

計
上

し
て

い
る

。
減

価
償

却
費

(２
)

退
職

給
付

引
当

金
特

別
利

益
職

員
の

退
職

手
当

の
支

給
に

備
え

る
た

め
、

当
事

業
年

度
末

に
お

け
る

退
職

手
当

の
要

支
給

額
に

特
別

損
失

相
当

す
る

金
額

を
計

上
し

て
い

る
。

高
等

看
護

学
院

に
つ

い
て

は
、

一
般

会
計

が
そ

の
全

部
を

負
担

す
有

形
固

定
資

産
及

び
る

こ
と

と
な

っ
て

い
る

た
め

、
計

上
し

て
い

な
い

。
無

形
固

定
資

産
の

増
加

額
(３

)
賞

与
引

当
金

職
員

の
期

末
・
勤

勉
手

当
の

支
給

に
備

え
る

た
め

、
当

事
業

年
度

末
に

お
け

る
支

給
見

込
額

に
基

当
年

度
（
自

　
令

和
６

年
４

月
１

日
　

至
　

令
和

７
年

３
月

３
１

日
）

づ
き

、
当

事
業

年
度

の
負

担
に

属
す

る
額

を
計

上
し

て
い

る
。

 高
等

看
護

学
院

に
つ

い
て

は
、

一
般

（
単

位
　

千
円

）
会

計
が

そ
の

全
部

を
負

担
す

る
こ

と
と

な
っ

て
い

る
た

め
、

計
上

し
て

い
な

い
。

(４
)

法
定

福
利

費
引

当
金

セ
グ

メ
ン

ト
資

産
職

員
の

期
末

・
勤

勉
手

当
に

係
る

法
定

福
利

費
の

支
出

に
備

え
る

た
め

、
当

事
業

年
度

末
に

お
け

セ
グ

メ
ン

ト
負

債
る

支
出

見
込

額
に

基
づ

き
、

当
事

業
年

度
の

負
担

に
属

す
る

額
を

計
上

し
て

い
る

。
高

等
看

護
学

院
そ

の
他

の
項

目
に

つ
い

て
は

、
一

般
会

計
が

そ
の

全
部

を
負

担
す

る
こ

と
と

な
っ

て
い

る
た

め
、

計
上

し
て

い
な

い
。

他
会

計
繰

入
金

４
消

費
税

等
の

会
計

処
理

減
価

償
却

費
消

費
税

及
び

地
方

消
費

税
の

会
計

処
理

は
税

抜
方

式
に

よ
っ

て
い

る
。

な
お

、
控

除
対

象
外

消
費

税
特

別
利

益
等

に
つ

い
て

は
、

当
事

業
年

度
の

費
用

と
し

て
処

理
し

て
い

る
。

 た
だ

し
、

固
定

資
産

に
係

る
控

除
対

象
特

別
損

失
外

消
費

税
等

に
つ

い
て

は
、

長
期

前
払

消
費

税
勘

定
に

計
上

し
、

償
却

を
行

っ
て

い
る

。
有

形
固

定
資

産
及

び
無

形
固

定
資

産
の

増
加

額
Ⅱ

予
定

貸
借

対
照

表
等

関
連

１
企

業
債

の
償

還
に

係
る

他
会

計
の

負
担

Ⅳ
そ

の
他

貸
借

対
照

表
に

計
上

さ
れ

て
い

る
企

業
債

（
当

事
業

年
度

の
末

日
の

翌
日

か
ら

起
算

し
て

１
年

以
内

１
貸

倒
引

当
金

の
取

り
崩

し
に

償
還

予
定

の
も

の
も

含
む

。
）
の

う
ち

、
「
病

院
事

業
に

対
す

る
繰

出
基

準
」
に

基
づ

き
、

一
般

会
計

が
当

事
業

年
度

に
お

い
て

、
不

納
欠

損
処

分
を

す
る

た
め

貸
倒

引
当

金
8
,7

0
0
千

円
を

取
り

崩
す

。
負

担
す

る
と

見
込

ま
れ

る
額

は
5
,1

2
9
,9

6
9
千

円
で

あ
る

。
２

退
職

給
付

引
当

金
の

取
り

崩
し

当
事

業
年

度
に

お
い

て
、

退
職

手
当

を
支

給
す

る
た

め
退

職
給

付
引

当
金

3
3
5
,6

4
4
千

円
を

取
り

崩
す

。
３

賞
与

引
当

金
、

法
定

福
利

費
引

当
金

の
取

り
崩

し
当

事
業

年
度

に
お

い
て

、
期

末
・
勤

勉
手

当
を

支
給

す
る

た
め

賞
与

引
当

金
4
8
3
,4

9
6
千

円
を

取
り

崩
し

、
こ

れ
に

係
る

法
定

福
利

費
引

当
金

9
2
,7

3
6
千

円
を

取
り

崩
す

。

8
9
7
,6

8
3

0
8
9
7
,6

8
3

1
2
0
,0

0
1

0
1
2
0
,0

0
1

1
7
8
,8

0
1

0
1
7
8
,8

0
1

1
,3

8
0
,0

0
0

7
3
,2

4
7

1
,4

5
3
,2

4
7

1
,1

7
6
,7

0
6

0
1
,1

7
6
,7

0
6

1
6
,9

4
4
,2

4
1

0
1
6
,9

4
4
,2

4
1

市
立

釧
路

総
合

病
院

高
等

看
護

学
院

合
　

計
2
0
,9

8
7
,7

4
0

0
2
0
,9

8
7
,7

4
0

1
9
2
,0

8
0

0
1
9
2
,0

8
0

△
 7

3
5
,5

4
2

0
△

 7
3
5
,5

4
2

1
,3

4
0
,6

4
1

0
1
,3

4
0
,6

4
1

8
0
,1

7
1

0
8
0
,1

7
1

1
,3

8
0
,0

0
0

6
9
,1

2
1

1
,4

4
9
,1

2
1

1
9
,7

5
3
,2

9
7

0
1
9
,7

5
3
,2

9
7

1
5
,7

4
2
,8

3
2

0
1
5
,7

4
2
,8

3
2

△
 1

,6
6
3
,6

7
3

0
△

 1
,6

6
3
,6

7
3

△
 4

8
7
,9

2
6

1
,5

5
4

△
 4

8
6
,3

7
2

1
8
,2

8
3
,7

3
2

0
1
8
,2

8
3
,7

3
2

事
業

区
分

事
業

の
内

容
市

立
釧

路
総

合
病

院
高

等
看

護
学

院

市
立

釧
路

総
合

病
院

高
等

看
護

学
院

合
　

計
1
6
,6

2
0
,0

5
9

0
1
6
,6

2
0
,0

5
9
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議案第１１２号 

 

令和６年度釧路市水道事業会計補正予算 

 

（総則） 

第１条 令和６年度釧路市水道事業会計の補正予算は、次に定めるところに

よる。 

（債務負担行為） 

第２条 令和６年度釧路市水道事業会計予算第５条に定めた債務負担行為を

することができる事項、期間及び限度額を、次のとおり補正する。 

区 分 事   項 期   間 限 度 額 

追 加 

愛国浄水場運転管理業務委 

託費 

令和７年度から 

令和11年度まで 
367,774千円 

貝塚送配水ポンプ場維持管 

理業務委託費 

令和７年度から 

令和11年度まで 
199,012千円 

浄水汚泥処理施設運転管理 

業務委託費 

令和７年度から 

令和11年度まで 
66,330千円 

上下水道部庁舎清掃業務委 

託費 

令和７年度から 

令和９年度まで 
8,789千円 

 

令和６年１２月５日提出 

釧路市長 鶴 間 秀 典 
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追 加

－
令

7
～

令
9

8
,7

8
9

0
0

0
8
,7

8
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上
下

水
道

部
庁

舎
清

掃
業

務
委

託
費
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8
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－
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3
6
7
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7
4

－
－

令
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令
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6
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6
8
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0
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8
0
0
,0

0
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2
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7
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2
0
,4

3
0
,8

8
5

5
,9

2
2
,0

4
1

補 正 後

－

9
,7

0
3
,4

8
2

1
0
,3

4
5
,3

8
7

1
,1

1
6
,9

0
0

補 正 前
合

　
　

　
　

計
－

6
,7

4
8
,2

6
8

6
,5

6
3
,9

4
6

0

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

愛
国

浄
水

場
運

転
管

理
業

務
委

託
費

3
6
7
,7

7
4

3
6
7
,7

7
4

－
－

－
－

－

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

期
間

期
間

金
額

金
額

企
業

債
出

資
金

国
庫

補
助

金

債
務

負
担

行
為

に
関

す
る

調
書

補
正

区 　 分
事

　
　

　
項

限
度

額
負

担
額

前
年

度
末

ま
で

の
支

払
義

務
発

生
見

込
額

当
該

年
度

支
払

義
務

発
生

予
定

額
左

の
財

源
内

訳
翌

年
度

以
降

の
支

払
義

務
発

生
予

定
額

左
の

財
源

内
訳

給
水

収
益

等
金

額
企

業
債

出
資

金
国

庫
補

助
金

1
9
9
,0

1
2

－
－

－
－

－
－

給
水

収
益

等 －
令

7
～

令
1
1

1
9
9
,0

1
2

0
0

0
1
9
9
,0

1
2

浄
水

汚
泥

処
理

施
設

運
転

管
理

業
務

委
託

費
6
6
,3

3
0

6
6
,3

3
0

－
－

－
－

－
－

－
令

7
～

令
1
１

6
6
,3

3
0

0
0

0
6
6
,3

3
0

貝
塚

送
配

水
ポ

ン
プ

場
維

持
管

理
業

務
委

託
費

1
9
9
,0

1
2
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議案第１１３号 

 

令和６年度釧路市公設地方卸売市場事業会計補正予算 

 

（総則） 

第１条 令和６年度釧路市公設地方卸売市場事業会計の補正予算は、次に定

めるところによる。 

第２条 令和６年度釧路市公設地方卸売市場事業会計予算第９条を第１０条

とし、第５条から第８条までを１条ずつ繰り下げ、第４条の次に次の１条

を加える。 

（債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次の

とおりと定める。  

事   項 期   間 限 度 額 

施設管理運営委託費 
令和７年度から 

令和11年度まで 

必要とする当該年度

の予算で措置する額 

 

令和６年１２月５日提出 

釧路市長 鶴 間 秀 典  
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千
円

千
円

千
円
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円
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円
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円
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円
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生
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1
1
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議案第１１４号 

 

令和６年度釧路市港湾整備事業会計補正予算 

 

（総則） 

第１条 令和６年度釧路市港湾整備事業会計の補正予算は、次に定めるとこ

ろによる。 

（債務負担行為） 

第２条 令和６年度釧路市港湾整備事業会計予算第５条に定めた債務負担行

為をすることができる事項、期間及び限度額を、次のとおり補正する。 

区 分 事   項 期   間 限 度 額 

追 加 庁舎清掃業務委託費 
令和７年度から 

令和９年度まで 
7,707千円 

 

令和６年１２月５日提出 

釧路市長 鶴 間 秀 典 

- 51 -



- 52 -



当
該

年
度

支
払

義
務

発
生

予
定

額

左
の

財
源

内
訳

左
の

財
源

内
訳

金
額

施
設

運
営

事
業

収
益

等
施

設
運

営
事

業
収

益
等

千
円

千
円

庁
舎

清
掃

業
務

委
託

費
7
,7

0
7

7
,7

0
7

3
3
2
,6

5
5

3
3
0
,7

9
7

3
4
0
,3

6
2

3
3
8
,5

0
4

補 正 後

－
1
0
1
,2

7
8

9
3
,6

6
6

9
3
,6

6
6

追 　 加

合
　
　
　
　
計

－

区 　 分 補 正 前

7
,7

0
7

－
－

－

翌
年

度
以

降
の

支
払

義
務

発
生

予
定

額

千
円

期
間

1
4
3
,5

6
0

令
7
～
令
9

－

1
3
5
,8

5
3

期
間

千
円

千
円

事
項

限
度

額
負

担
額

前
年

度
末

ま
で

の
支

払
義

務
発

生
見

込
額

1
3
5
,8

5
3

1
4
3
,5

6
0

債
務

負
担

行
為

に
関

す
る

調
書

補
正

千
円

千
円

7
,7

0
7

金
額

金
額

- 53 -



- 54 -



議案第１１５号 

 

釧路市宿泊税条例 

 

（宿泊税） 

第１条 市は、観光資源の魅力向上及び情報発信、旅行者の受入環境の充実

その他持続可能な観光の振興を図る施策に要する費用に充てるため、地方

税法（昭和２５年法律第２２６号。以下「法」という。）第５条第７項の

規定に基づき、宿泊税を課する。 

（定義） 

第２条 この条例で使用する用語の意義は、次に掲げるものを除くほか、法

及び釧路市税条例（平成１７年釧路市条例第７５号）で使用する用語の例

による。 

(1) 旅館業 旅館業法（昭和２３年法律第１３８号）第３条第１項の許可

を受けて営む同法第２条第２項に規定する旅館・ホテル営業及び同条第

３項に規定する簡易宿所営業をいう。 

(2) 住宅宿泊事業 住宅宿泊事業法（平成２９年法律第６５号）第３条第

１項の届出をして営む同法第２条第３項に規定する住宅宿泊事業をいう。 

(3) 宿泊施設 旅館業に係る施設又は住宅宿泊事業に係る住宅をいう。 

(4) 宿泊 寝具を使用して宿泊施設を利用することをいう。 

(5) 宿泊料金 宿泊の対価として支払うべき金額であって規則で定めるも

のをいう。 

（納税義務者等） 

第３条 宿泊税は、宿泊料金を受けて行われる宿泊に対し、その宿泊者に課

する。 

（課税免除） 

第４条 次に掲げる者に対しては、宿泊税を課さない。  

(1) 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定する学校（大学
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を除く。）の幼児、児童、生徒又は学生であって、当該学校が主催する

修学旅行その他学校行事に参加している者 

(2) 次に掲げる施設の満３歳以上の幼児であって、当該施設が主催する行

事（当該施設全体又は３月３１日における年齢で区分した集団ごとで実

施されるものに限る。）に参加している者 

ア 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関す

る法律（平成１８年法律第７７号）第２条第７項に規定する幼保連携

型認定こども園 

イ 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第６条の３第９項に規定

する家庭的保育事業、同条第１０項に規定する小規模保育事業、同条

第１１項に規定する居宅訪問型保育事業若しくは同条第１２項に規定

する事業所内保育事業を行う施設又は同法第３９条第１項に規定する

保育所又は認可外保育施設（同法第５９条の２の規定による届出が行

われた施設をいう。） 

(3) 前２号に規定する行事の引率者 

（税率） 

第５条 宿泊税の税率は、宿泊者１人１泊につき２００円とする。 

（徴収の方法） 

第６条 宿泊税は、特別徴収の方法によって徴収する。 

（特別徴収義務者） 

第７条 宿泊税の特別徴収義務者（以下単に「特別徴収義務者」という。）

は、宿泊施設の経営者とする。 

２ 市長は、必要があると認めるときは、前項の規定にかかわらず、宿泊税

の徴収について便宜を有する者を特別徴収義務者として指定することがで

きる。 

３ 前２項の特別徴収義務者は、当該特別徴収義務者に係る宿泊施設におけ

る宿泊者が納付すべき宿泊税を徴収しなければならない。 

（申告納入の手続等） 
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第８条 特別徴収義務者は、毎月末日までに、前月１日から同月末日までに

徴収すべき宿泊税に係る宿泊の件数、宿泊税額その他必要な事項を記載し

た納入申告書を市長に提出し、及び当該納入申告書に係る納入金を納入書

によって納入しなければならない。 

２ 特別徴収義務者は、前項の規定により納入すべき宿泊税額が規則で定め

る金額以下であることその他の規則で定める要件に該当する者として規則

で定めるところにより市長の承認を受けた場合には、同項の規定にかかわ

らず、次の表の左欄に掲げる期間において徴収すべき宿泊税に係る宿泊の

件数、宿泊税額その他必要な事項を記載した納入申告書を、同表の右欄に

掲げる日まで（宿泊施設の経営を１か月以上休止しようとする場合又は廃

止した場合には、その休止しようとする日又は廃止した日までに徴収すべ

き宿泊税について、その日から１か月以内）に、市長に提出するとともに、

当該納入申告書に係る納入金を納入しなければならない。 

１２月１日から２月末日まで ３月末日 

３月１日から５月末日まで ６月末日 

６月１日から８月末日まで ９月末日 

９月１日から１１月末日まで １２月末日 

３ 市長は、前項の承認を受けた特別徴収義務者が同項に規定する要件に該

当しなくなったと認めるときは、同項の承認を取り消すことができる。 

（特別徴収義務者としての登録等） 

第９条 宿泊施設を経営しようとする者は、当該宿泊施設の経営を開始する

日前５日（特別徴収義務者として指定された者は当該指定の通知を受けた

日後１０日）までに、宿泊施設ごとに、次に掲げる事項を記載した申請書

を市長に提出し、特別徴収義務者としての登録を申請しなければならない。 

(1) 氏名又は名称及び住所又は事務所若しくは事業所の所在地並びに法人

にあってはその代表者の氏名 

(2) 宿泊施設の名称及び所在地 

(3) 客室数その他設備の概要 
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(4) 経営開始予定年月日（第７条第２項の規定により特別徴収義務者とし

て指定された者にあっては、当該指定の通知を受けた日） 

(5) その他市長が必要と認める事項 

２ 市長は、前項の申請を受理した場合には、当該申請をした者を特別徴収

義務者として登録するとともに、当該特別徴収義務者に対しその旨を通知

するものとする。 

３ 前項の規定により登録を受けた特別徴収義務者は、登録を受けた事項に

異動があった場合は、遅滞なく、規則で定める登録変更申請書を市長に提

出し、登録の変更を申請しなければならない。 

４ 第２項の規定は、前項の規定による変更の申請があった場合について準

用する。 

５ 特別徴収義務者は、当該宿泊施設の経営を１か月以上休止しようとする

ときは、あらかじめ、その旨を市長に届け出なければならない。 

６ 前項の規定による届出をした者であって、当該届出に係る休止期間を定

めなかったものは、当該宿泊施設の経営を再開しようとするときは、再開

までに、その旨を市長に届け出なければならない。 

７ 特別徴収義務者は、当該宿泊施設の経営を廃止したときは、廃止の日か

ら１０日以内に、その旨を市長に届け出なければならない。 

（納税管理人） 

第１０条 特別徴収義務者は、市内に住所、居所、事務所又は事業所（以下

この項において「住所等」という。）を有しない場合においては、市の区

域内に住所等を有する者（個人にあっては、独立の生計を営むものに限る。

）のうちから納税管理人を定め、これを定める必要が生じた日から１０日

以内に納税管理人申告書を市長に提出し、又は市の区域外に住所等を有す

る者（個人にあっては、独立の生計を営むものに限る。）のうち納税に関

する一切の事項の処理につき便宜を有するものを納税管理人として定める

ことについて納税管理人承認申請書を市長に同日から１０日以内に提出し

てその承認を受けなければならない。納税管理人を変更し、又は変更しよ
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うとする場合その他納税管理人申告書又は納税管理人承認申請書に記載し

た事項に異動を生じた場合においても、また同様とし、その提出の期限は、

その異動を生じた日から１０日を経過した日とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、当該特別徴収義務者は、当該特別徴収義務者

に係る宿泊税の徴収の確保に支障がないことについて市長に申請書を提出

してその認定を受けたときは、納税管理人を定めることを要しない。この

場合において、当該申請書に記載した事項に異動を生じたときは、その異

動を生じた日から１０日以内にその旨を市長に届け出なければならない。 

（納税管理人に係る不申告に関する過料） 

第１１条 前条第２項の認定を受けていない特別徴収義務者で同条第１項の

承認を受けていないものが同項の規定によって申告すべき納税管理人につ

いて正当な事由がなくて申告をしなかった場合においては、その者に対し、

１０万円以下の過料を科する。 

２ 前項の過料の額は、情状により、市長が定める。 

３ 第１項の過料を徴収する場合において発する納入通知書に指定すべき納

期限は、その発付の日から１０日以内とする。 

（徴収不能額等の還付又は納入義務の免除） 

第１２条 市長は、特別徴収義務者が宿泊料金及び宿泊税の全部若しくは一

部を受け取ることができなくなったことについて正当な理由があると認め

る場合又は徴収した宿泊税額を失ったことについて天災その他避けること

のできない理由があると認める場合には、当該特別徴収義務者の申請によ

り、その宿泊税額が既に納入されているときはこれに相当する額を還付し、

その宿泊税額がまだ納入されていないときはその納入の義務を免除するも

のとする。 

２ 前項の規定による徴収不能額等の還付又は納入義務の免除を申請する特

別徴収義務者は、次に掲げる事項を記載した申請書に徴収不能額等の還付

又は納入義務の免除を必要とする理由を証明すべき書類を添付し、これを

市長に提出しなければならない。  
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(1) 特別徴収義務者の氏名又は名称及び住所又は事務所若しくは事業所の

所在地並びに法人にあってはその代表者の氏名 

(2) 宿泊税を受け取ることができなくなった事由及びその金額の明細又は

徴収した宿泊税額を失った事由及びその金額の明細 

(3) その他市長が必要と認める事項 

３ 市長は、第１項の規定により宿泊税額に相当する額を還付する場合にお

いて、還付を受ける特別徴収義務者の未納に係る徴収金があるときは、当

該還付すべき額をこれに充当することができる。  

４ 市長は、第１項の申請があった場合には、同項又は前項に規定する措置

をとるかどうかについて、その申請を受理した日から６０日以内に特別徴

収義務者に通知しなければならない。 

（不足金額等の納入の手続）  

第１３条 特別徴収義務者は、法第７３３条の１６第４項、第７３３条の１

８第８項又は第７３３条の１９第５項の規定による通知を受けた場合にお

いては、当該不足金額又は過少申告加算金額、不申告加算金額若しくは重

加算金額を、当該通知で指定する納期限までに、納入書によって納入しな

ければならない。 

（特別徴収義務者に係る帳簿の記載義務等） 

第１４条 特別徴収義務者は、宿泊施設ごとに帳簿を備え付け、次に掲げる

事項を記載し、及び当該帳簿を第８条第１項又は第２項の規定により納入

申告書を提出すべき期限（次項において「提出期限」という。）の翌日か

ら起算して５年を経過する日まで保存しなければならない。 

(1) 宿泊年月日、宿泊料金、宿泊者数、宿泊税の課税対象となる宿泊者数

及び宿泊税額 

(2) その他市長が必要と認める事項 

２ 特別徴収義務者は、次に掲げる書類を作成し、当該書類を提出期限の翌

日から起算して２年を経過する日まで保存しなければならない。 

(1) 宿泊の際に作成される売上伝票その他の書類で、宿泊年月日、宿泊料
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金、宿泊者数、宿泊税の課税対象となる宿泊者数及び宿泊税額が記載さ

れているもの 

(2) その他市長が必要と認める書類 

（関係帳簿等の電磁的記録による保存等） 

第１５条 特別徴収義務者は、前条第１項の規定により備付け及び保存をし

なければならない帳簿（以下「関係帳簿」という。）の全部又は一部につ

いて、自己が最初の記録段階から一貫して電子計算機を使用して作成する

場合には、規則で定めるところにより、当該関係帳簿に係る電磁的記録（

電子的方式、磁気的方式その他の人の知覚によっては認識することができ

ない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供さ

れるものをいう。以下同じ。）の備付け及び保存をもって当該関係帳簿の

備付け及び保存に代えることができる。 

２ 特別徴収義務者は、前条第２項の規定により保存をしなければならない

書類（以下「関係書類」という。）の全部又は一部について、自己が一貫

して電子計算機を使用して作成する場合には、規則で定めるところにより、

当該関係書類に係る電磁的記録の保存をもって当該関係書類の保存に代え

ることができる。 

３ 前項に規定するもののほか、特別徴収義務者は、関係書類の全部又は一

部について、当該関係書類に記載されている事項を規則で定める装置によ

り電磁的記録に記録する場合には、規則で定めるところにより、当該関係

書類に係る電磁的記録の保存をもって当該関係書類の保存に代えることが

できる。この場合において、当該関係書類に係る電磁的記録の保存が当該

規則で定めるところに従って行われていないとき（当該関係書類の保存が

行われている場合を除く。）は、当該特別徴収義務者は、当該電磁的記録

を保存すべき期間その他の規則で定める要件を満たして当該電磁的記録を

保存しなければならない。 

（関係帳簿等の電子計算機出力マイクロフィルムによる保存等） 

第１６条 特別徴収義務者は、関係帳簿の全部又は一部について、自己が最
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初の記録段階から一貫して電子計算機を使用して作成する場合には、規則

で定めるところにより、当該関係帳簿に係る電磁的記録の備付け及び当該

電磁的記録の電子計算機出力マイクロフィルム（電子計算機を用いて電磁

的記録を出力することにより作成するマイクロフィルムをいう。以下同じ。

）による保存をもって当該関係帳簿の備付け及び保存に代えることができ

る。 

２ 特別徴収義務者は、関係書類の全部又は一部について、自己が一貫して

電子計算機を使用して作成する場合には、規則で定めるところにより、当

該関係書類に係る電磁的記録の電子計算機出力マイクロフィルムによる保

存をもって当該関係書類の保存に代えることができる。 

３ 前条第１項の規定により関係帳簿に係る電磁的記録の備付け及び保存を

もって当該関係帳簿の備付け及び保存に代えている特別徴収義務者又は同

条第２項の規定により関係書類に係る電磁的記録の保存をもって当該関係

書類の保存に代えている特別徴収義務者は、規則で定める場合には、当該

関係帳簿又は当該関係書類の全部又は一部について、規則で定めるところ

により、当該関係帳簿又は当該関係書類に係る電磁的記録の電子計算機出

力マイクロフィルムによる保存をもって当該関係帳簿又は当該関係書類に

係る電磁的記録の保存に代えることができる。 

（市税に関する条例等の規定の適用） 

第１７条 第１５条各項又は前条各項のいずれかに規定する規則で定めると

ころに従って備付け及び保存が行われている関係帳簿又は保存が行われて

いる関係書類に係る電磁的記録又は電子計算機出力マイクロフィルムに対

する市税に関する条例又は規則の規定の適用については、当該電磁的記録

又は電子計算機出力マイクロフィルムを当該関係帳簿又は当該関係書類と

みなす。 

（間接地方税及び夜間執行の制限を受けない地方税） 

第１８条 宿泊税は、地方税法施行令（昭和２５年政令第２４５号）第６条

の２２の４第６号及び第６条の２２の９第４号に規定する条例で指定する
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法定外目的税とする。 

（減免） 

第１９条 市長は、天災その他特別の事情がある場合において、宿泊税の減

免を必要とすると認める者に限り、宿泊税を減免する。 

（賦課徴収の方法の特例、道宿泊税に係る督促等） 

第２０条 北海道が市内の宿泊施設において宿泊料金を受けて行われる宿泊

に対して課する税（以下この条において「道宿泊税」という。）がある場

合は、法第２０条の３第１項ただし書第２号の規定に基づき、道宿泊税に

係る賦課徴収を宿泊税の賦課徴収と併せて行うものとする。 

２ 市長は、道宿泊税について、宿泊税と併せて督促状を発し、滞納処分を

し、及び交付要求をするものとする。 

（賦課徴収） 

第２１条 宿泊税の賦課徴収については、法令又はこの条例に定めるものの

ほか、釧路市税条例の定めるところによる。この場合において、同条例第

１９条の２第１項中「この条例」とあるのは、「この条例若しくは釧路市

宿泊税条例（令和６年釧路市条例第  号）」とする。 

（釧路市行政手続条例の適用除外に係る釧路市税条例の準用） 

第２２条 この条例に基づく処分及び行政指導については、釧路市税条例第

５条の規定を準用する。 

（帳簿の記載義務違反等に関する罪） 

第２３条 次の各号のいずれかに該当する者は、１年以下の拘禁刑又は５０

万円以下の罰金に処する。 

(1) 第１４条第１項の規定により帳簿に記載すべき事項について記載をせ

ず、若しくは虚偽の記載をし、又は同項の帳簿を隠匿した者 

(2) 第１４条第１項の規定に違反して同項の帳簿を５年間保存しなかった

者 

(3) 第１４条第２項の規定により作成すべき書類について作成をせず、若

しくは虚偽の書類を作成し、又は同項の書類を隠匿した者 
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(4) 第１４条第２項の規定に違反して同項の書類を２年間保存しなかった

者  

２  法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、

その法人又は人の業務に関して前項の違反行為をした場合においては、そ

の行為者を罰するほか、その法人又は人に対し、同項の罰金刑を科する。  

（委任）   

第２４条  この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。  

   附  則  

 （施行期日）  

１  この条例は、法第７３１条第２項の規定による総務大臣の同意を得た日

から起算して１年３か月を超えない範囲内において規則で定める日から施

行する。ただし、附則第３項から第８項までの規定は、同日前の規則で定

める日から施行する。  

（適用区分）  

２  この条例は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後の宿

泊（施行日の前日から施行日にかけて行われる宿泊を除く。）について適

用する。  

（準備行為）  

３  特別徴収義務者の指定、納税管理人に係る承認その他宿泊税を徴収する

ために必要な準備行為は、施行日前においても行うことができる。  

（経過措置）  

４  附則第１項ただし書に規定する日において現に宿泊施設を経営している

者又は同日から施行日の前日までの間において宿泊施設の経営を開始する

者は、施行日の前日から起算して５日前までに、第９条第１項の規定の例

により特別徴収義務者としての登録を申請しなければならない。  

５  施行日から起算して５日を経過する日までの間において宿泊施設の経営

を開始する者は、第９条第１項の規定にかかわらず、その経営を開始する

日の５日前までに、同項の規定の例により特別徴収義務者としての登録を
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申請しなければならない。 

６ 前２項の規定により行われた申請は、第９条第１項の規定により行われ

たものとみなす。 

７ 前項の規定にかかわらず、附則第４項又は第５項の規定による申請をし

た者は、施行日までに当該申請により登録を受けた事項に異動があった場

合は、第９条第３項の規定の例により登録の変更を申請しなければならな

い。 

８ 附則第４項の申請をした者は、施行日の前日までに当該申請に係る宿泊

施設の経営を廃止したときは、同日までにその旨を市長に届け出なければ

ならない。 

（検討） 

９ 市長は、この条例の施行後５年ごとに、社会経済情勢の推移等を勘案し、

この条例について検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基

づいて所要の措置を講ずるものとする。 

 

令和６年１２月５日提出 

釧路市長 鶴 間 秀 典 

 

（説明） 

宿泊税を導入することに伴い、その目的、課税客体、税率等について定め

たく、本案を提出するものである。 
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議案第１１６号 

 

釧路市税条例の一部を改正する条例 

 

釧路市税条例（平成１７年釧路市条例第７５号）の一部を次のように改正

する。 

第１４２条の表を次のように改める。 

入湯客の区分 税率 

(1) 一般の宿泊者（次号に掲げる者を除く。）１人１泊 ３００円 

(2) 国際観光ホテル整備法（昭和２４年法律第２７９号）

第３３条第１項に規定する登録ホテル等以外の施設の一

般の宿泊者１人１泊 

１５０円 

(3) 一般の日帰り者１人１日 ９０円 

(4) 修学旅行の学生生徒で１０人以上の団体で１人１泊 ７０円 

(5) 修学旅行の学生生徒で１０人以上の団体で日帰り者１

人１日 

４０円 

第１４４条第３項中「１５日」を「末日」に改める。 

附則中第２４条を削り、第２５条を第２４条とし、第２６条を第２５条と

する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。ただし、第１４４条第３

項の改正規定は、釧路市宿泊税条例（令和６年釧路市条例第  号）の施

行の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日の前日からこの条例の施行の日にかけての宿泊に係

る入湯税の税率については、なお従前の例による。 

３ 改正後の第１４４条第３項の規定は、附則第１項ただし書に規定する規

定の施行の日以後に徴収すべき入湯税に係る納入申告書の提出及び納入金

の納入について適用し、同日前に徴収すべき入湯税に係る納入申告書の提
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出及び納入金の納入については、なお従前の例による。 

 

令和６年１２月５日提出 

釧路市長 鶴 間 秀 典 

 

（説明） 

入湯税の超過課税の恒久化及び税率の改定等に伴い、所要の改正をいたし

たく、本案を提出するものである。 
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議案第１１７号 

 

釧路市基金条例の一部を改正する条例 

 

釧路市基金条例（平成１７年釧路市条例第７４号）の一部を次のように改

正する。 

第２条に次の１号を加える。 

(28)釧路市宿泊税基金（以下「宿泊税基金」という。） 釧路市宿泊税条

例（令和６年釧路市条例第  号）第１条に規定する費用に係る資金に

充てる。 

第３条中第２８項を第２９項とし、第２７項を第２８項とし、第２６項の

次に次の１項を加える。 

２７ 宿泊税基金に積み立てる額は、釧路市宿泊税条例に規定する宿泊税の

収入のうち、釧路市一般会計予算に定める額とする。 

第４条中「及び森林環境整備基金」を「、森林環境整備基金及び宿泊税基

金」に改める。 

第７条に次の１項を加える。 

２７ 宿泊税基金は、釧路市宿泊税条例第１条に規定する費用に充てる場合

に限り、その全部又は一部を処分することができる。 

附 則 

この条例は、釧路市宿泊税条例（令和６年釧路市条例第  号）の施行の

日から施行する。 

 

令和６年１２月５日提出 

釧路市長 鶴 間 秀 典 

 

（説明） 

観光資源の魅力向上及び情報発信、旅行者の受入環境の充実その他持続可
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能な観光の振興を図る施策に要する費用に充てるため、宿泊税の収入を積み

立てる釧路市宿泊税基金を設置いたしたく、本案を提出するものである。 
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議案第１１８号 

 

釧路市観光振興臨時基金条例の一部を改正する条例 

 

 釧路市観光振興臨時基金条例（平成２６年釧路市条例第３９号）の一部を

次のように改正する。 

 題名を次のように改める。 

   釧路市入湯税基金条例 

 第１条中「釧路市観光振興臨時基金」を「釧路市入湯税基金」に改める。 

 第２条中「附則第２４条の表第１号」を「第１４２条の表第１号」に、「

２５０分の１００」を「３００分の１５０」に改める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、釧路市税条例の一部を改正する条例（令和６年釧路市条例

第  号）の施行の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の日前に課し、又は課すべきであった入湯税に係る納入

金等についての改正後の第２条の規定の適用については、同条中「税条例

第１４２条の表第１号」とあるのは「釧路市税条例の一部を改正する条例

（令和６年釧路市条例第  号）による改正前の税条例附則第２４条の表

第１号」と、「３００分の１５０」とあるのは「２５０分の１００」とす

る。 

 

  令和６年１２月５日提出 

釧路市長 鶴 間 秀 典 

 

（説明）  

入湯税の超過課税に係る税率の改定等に伴い、基金として積み立てる額を
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変更する等の所要の改正をいたしたく、本案を提出するものである。 
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議案第１１９号 

 

釧路市高齢者生きがい交流プラザ条例の一部を改正する条例 

 

釧路市高齢者生きがい交流プラザ条例（平成１７年釧路市条例第１１７号

）の一部を次のように改正する。 

別表第２中「５４０円」を「５５０円」に改める。 

附 則 

この条例は、令和７年１月１日から施行する。 

 

令和６年１２月５日提出 

釧路市長 鶴 間 秀 典  

 

（説明） 

公衆浴場料金を勘案し、展望浴室の使用料を改定いたしたく、本案を提出

するものである。 
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議案第１２０号 

 

   釧路市学校給食センター条例の一部を改正する条例 

 

釧路市学校給食センター条例（平成１７年釧路市条例第２４９号）の一部

を次のように改正する。 

第２条を次のように改める。 

（位置） 

第２条 センターは、釧路市貝塚３丁目７番２２号に置く。 

附 則 

この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

 

  令和６年１２月５日提出 

釧路市長 鶴 間 秀 典 

 

（説明） 

新たな学校給食センターの設置等に伴い、所要の改正をいたしたく、本案

を提出するものである。  
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議案第１２１号 

 

釧路市公設地方卸売市場の指定管理者の指定の件 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定に基

づき、次のとおり公の施設の指定管理者を指定する。 

記 

１ 公の施設の名称 

釧路市公設地方卸売市場 

２ 指定管理者の名称及び主たる事務所の所在地 

ふたみ青果株式会社 

釧路市新富士町６丁目１番地 

３ 指定管理者の行う業務 

(1) 施設の設置目的を達成するための事業の実施に関する業務 

(2) 施設の使用料の収受に関する業務 

(3) 施設及び設備の維持管理に関する業務 

(4) その他市長が定める業務 

４ 指定期間 

令和７年４月１日から令和１２年３月３１日まで 

 

令和６年１２月５日提出 

釧路市長 鶴 間 秀 典 

 

（説明） 

釧路市公設地方卸売市場の指定管理者を指定することについて、地方自治

法第２４４条の２第６項の規定により議会の議決を得たく、本案を提出する

ものである。 
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（ 参 考 ）  

 

地 方 自 治 法 抜 粋  

 

（ 公 の 施 設 の 設 置 、 管 理 及 び 廃 止 )  

第 ２ ４ ４ 条 の ２  （ １ 、 ２ 項  略 ）  

３  普 通 地 方 公 共 団 体 は 、 公 の 施 設 の 設 置 の 目 的 を 効 果 的 に 達 成 す る た め 必

要 が あ る と 認 め る と き は 、 条 例 の 定 め る と こ ろ に よ り 、 法 人 そ の 他 の 団 体

で あ つ て 当 該 普 通 地 方 公 共 団 体 が 指 定 す る も の （ 以 下 本 条 及 び 第 ２ ４ ４ 条

の ４ に お い て 「 指 定 管 理 者 」 と い う 。 ） に 、 当 該 公 の 施 設 の 管 理 を 行 わ せ

る こ と が で き る 。  

（ ４ 、 ５ 項  略 ）  

６  普 通 地 方 公 共 団 体 は 、 指 定 管 理 者 の 指 定 を し よ う と す る と き は 、 あ ら か

じ め 、 当 該 普 通 地 方 公 共 団 体 の 議 会 の 議 決 を 経 な け れ ば な ら な い 。  

（ 以 下  略 ）  

 

釧 路 市 公 の 施 設 に 係 る 指 定 管 理 者 の 指 定 の 手 続 等 に 関 す る 条 例 抜 粋  

 

（ 指 定 管 理 者 の 指 定 の 議 決 事 項 ）  

第 ６ 条  第 ５ 条 第 １ 項 の 議 決 に 係 る 議 案 に は 、 次 に 掲 げ る 事 項 を 明 示 す る も

の と す る 。  

( 1 )  指 定 管 理 者 に 管 理 を 行 わ せ よ う と す る 施 設 の 名 称  

( 2 )  指 定 管 理 者 に 管 理 を 行 わ せ よ う と す る 業 務 の 範 囲  

( 3 )  指 定 管 理 者 と な る も の の 名 称 及 び 主 た る 事 務 所 の 所 在 地  

( 4 )  指 定 管 理 者 の 指 定 の 期 間  
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議案第１２２号 

 

インフォメーションセンター丹頂の里等の指定管理者の指定の件 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定に基

づき、次のとおり公の施設の指定管理者を指定する。 

記 

１ 公の施設の名称及び指定管理者の行う業務 

公の施設の名称 指定管理者の行う業務 

インフォメーションセンター丹頂

の里 

(1) 施設の使用の承認に関する業務 

(2) 施設の設置目的を達成するための事業の実

施に関する業務 

(3) 施設及び設備の維持管理に関する業務 

(4) その他市長が定める業務 

釧路市阿寒町サイクリングターミ

ナル 

釧路市阿寒町丹頂の里保養センタ

ー 

野営場等林間休養施設 

レクリエーション農園 

野外運動施設 

地域資源活用工房 

(1) 施設の利用の承認に関する業務 

(2) 施設の設置目的を達成するための事業の実

施に関する業務 

(3) 施設の利用に係る料金の収受に関する業務 

(4) 施設及び設備の維持管理に関する業務 

(5) その他市長が定める業務 

自然休養村管理センター 

植樹等景観施設 

環境保全施設（駐車場） 

炭砿と鉄道館 

ふれあい広場 

(1) 施設の利用の承認に関する業務 

(2) 施設の設置目的を達成するための事業の実

施に関する業務 

(3) 施設及び設備の維持管理に関する業務 

(4) その他市長が定める業務 

釧路市阿寒国際ツルセンター (1) 施設の設置目的を達成するための事業の実

施に関する業務 

(2) 施設の利用に係る料金の収受に関する業務 

(3) 施設及び設備の維持管理に関する業務 

(4) その他教育委員会が定める業務 

２ 指定管理者の名称及び主たる事務所の所在地 

株式会社阿寒町観光振興公社 

釧路市阿寒町上阿寒２３線３８番地 
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３ 指定期間 

令和７年４月１日から令和１２年３月３１日まで 

 

令和６年１２月５日提出 

釧路市長 鶴 間 秀 典 

 

（説明） 

インフォメーションセンター丹頂の里等の指定管理者を指定することにつ

いて、地方自治法第２４４条の２第６項の規定により議会の議決を得たく、

本案を提出するものである。 
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議案第１２３号 

 

釧路市功労者表彰について同意を求める件 

 

次の者を、釧路市功労者表彰条例（平成１７年釧路市条例第４号）に基づ

き表彰いたしたいので、議会の同意を得たい。 

記 

大 澤 恵 介 

 

令和６年１２月５日提出 

釧路市長 鶴 間 秀 典  

 

（ 参 考 ）  
 

釧 路 市 功 労 者 表 彰 条 例 抜 粋  
 

（ 被 表 彰 者 ）  
第 ２ 条  市 長 は 、 次 の 各 号 の い ず れ か に 該 当 す る 者 の 中 か ら 適 当 と 認 め る 者

を 、 議 会 の 同 意 を 得 て 、 釧 路 市 功 労 者 と し て こ れ を 表 彰 す る 。  
（ １ 号  略 ）  
( 2 )  市 長 又 は 市 議 会 議 員 と し て 満 １ ２ 年 以 上 勤 務 し た 者 又 は 満 １ ０ 年 以 上

勤 務 し て 在 職 中 死 亡 し た 者  
（ ３ 、 ４ 号  略 ）  
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報告第３号 

 

専 決 処 分 報 告 の 件                

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定に基づき、

次のとおり専決処分をしたので報告し、承認を求める。 

記 

令和６年度釧路市一般会計補正予算 

（別 記） 

 

令和６年１２月５日提出 

釧路市長 鶴 間 秀 典 

 

（説明） 

衆議院議員選挙執行経費について、ここに報告のとおり専決処分をしたの

で承認を求めたく、本案を提出するものである。 

 

（ 参 考 ）  

 

地 方 自 治 法 抜 粋  

 

（ 長 の 専 決 処 分 ）  

第 １ ７ ９ 条  普 通 地 方 公 共 団 体 の 議 会 が 成 立 し な い と き 、 第 １ １ ３ 条 た だ し

書 の 場 合 に お い て な お 会 議 を 開 く こ と が で き な い と き 、 普 通 地 方 公 共 団 体

の 長 に お い て 議 会 の 議 決 す べ き 事 件 に つ い て 特 に 緊 急 を 要 す る た め 議 会 を

招 集 す る 時 間 的 余 裕 が な い こ と が 明 ら か で あ る と 認 め る と き 、 又 は 議 会 に  

お い て 議 決 す べ き 事 件 を 議 決 し な い と き は 、 当 該 普 通 地 方 公 共 団 体 の 長 は 、  

そ の 議 決 す べ き 事 件 を 処 分 す る こ と が で き る 。 （ た だ し 書  略 ）  

（ ２ 項  略 ）  

３  前 ２ 項 の 規 定 に よ る 処 置 に つ い て は 、 普 通 地 方 公 共 団 体 の 長 は 、 次 の 会

議 に お い て こ れ を 議 会 に 報 告 し 、 そ の 承 認 を 求 め な け れ ば な ら な い 。  

（ ４ 項  略 ）  
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（別 記） 

 

令和６年度釧路市一般会計補正予算 

 

令和６年度釧路市の一般会計補正予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１０２,２４６千円を追加

し、歳入歳出それぞれ１０６,０４０,３０１千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後

の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

- 84 -



　　　歳　　入

補 正 前 の 額 補 正 額 計
千円 千円 千円

16 道 支 出 金 6,301,342 102,234 6,403,576

3 道 委 託 金 333,095 102,234 435,329

21 諸 収 入 3,651,902 12 3,651,914

5 雑 入 1,014,909 12 1,014,921

　　　歳　　出

補 正 前 の 額 補 正 額 計
千円 千円 千円

2 総 務 費 10,089,023 102,246 10,191,269

3 選 挙 費 130,854 102,246 233,100

第１表　　歳　入　歳　出　予　算　補　正

款 項

歳 入 合 計 105,938,055 102,246 106,040,301

款 項

歳 出 合 計 105,938,055 102,246 106,040,301
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1 　総　　括

　　（歳　　入）

千円 千円 千円

16

21

　　（歳　　出）

国道支出金 市 債 そ の 他
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

2 総 務 費 10,089,023 102,246 10,191,269 102,234 0 12 0

一般財源

歳 出 合 計 105,938,055 102,246 106,040,301 102,234 0 12 0

歳 入 合 計 105,938,055 102,246 106,040,301

款 補正前の額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源

諸 収 入 3,651,902 12 3,651,914

道 支 出 金 6,301,342 102,234 6,403,576

歳入歳出補正予算事項別明細書

款 補 正 前 の 額 補 正 額 計
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